
 

 

 

 

令 和 ５ 年 １ 月 2 3 日 

消 防 庁 

 

消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付す

る点検票の様式の一部を改正する件（案）等に対する意見公募の結果

及び改正告示の公布 

 

消防庁は、消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点

検票の様式の一部を改正する件（案）等の内容について、令和４年 11 月 10 日から令和

４年 12 月９日までの間、国民の皆様から広く意見を公募したところ、２件の御意見が

ございました。この結果を踏まえて、本日、「消防用設備等の点検の基準及び消防用設

備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件」等を公布しましたの

でお知らせします。 
 

１ 主な改正内容 

令和４年９月 14 日に、「消防法施行規則の一部を改正する省令（令和４年総務省令第 62 号）」

及び「消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一

部を改正する件（令和４年消防庁告示第５号）」が公布され、全域放出方式の二酸化炭素を消火剤

とする不活性ガス消火設備について、設置及び維持に関する技術上の基準並びにそれに係る点検

基準が追加されたことを踏まえ、「消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式」及び「消

防用設備等試験結果報告書の様式」について所要の規定の整備を行うものです。概要については、

別紙２を御覧ください。 

２ 意見公募の結果 

消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の

一部を改正する件（案）等の内容について、令和４年 11 月 10 日から令和４年 12 月９日ま

での間、意見を公募したところ、２件の御意見がございました。 

いただいた御意見及び総務省の考え方は、別紙１のとおりです。 

３ 改正告示の公布 

消防庁では、意見公募の結果を踏まえて検討し、以下の改正告示を令和５年１月 23日に公

布しました。 

・消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一

部を改正する件（令和５年消防庁告示第１号）別紙３ 

・消防用設備等試験結果報告書の様式の一部を改正する件（令和５年消防庁告示第２号）別

紙４ 

 

 

（事務連絡先） 

消防庁予防課 米田課長補佐、恩村 

TEL 03-5253-7523（直通） 

MAIL yobo@soumu.go.jp 
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【消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件（案）等に対して提出された御意見及び御意見

に対する考え方】 

番号 御意見の概要 御意見に対する考え方 

提出意見を踏

まえた案の修

正の有無 

No.1 

標識の場所と表示を書かない方が良いと思います。 消防法施行規則の一部を改正する省令（令和４年総務省令第 62

号）による改正後の消防法施行規則第 19 条第５項第 19 号イ（ホ）に

おいては、標識の設置場所と表示内容の両方を定めております。 

設置場所と表示内容の両方が適切であることを確実に確認して頂

くために、試験結果報告書の様式についても標識の場所と表示で記

入欄を分けていることから、原案通りとします。 

無 

No.2 

１. 消防法施行規則の一部を改正する省令（令和４年

総務省令第 62 号。以下「改正省令」という。）により

追加された基準の中に、「点検時にとるべき措置を

定めた関係図書の備付け」という記載があるため、

点検票の様式の中に「図書の備付け」の確認欄を設

けるべきではないか。 

 

２. 起動用ガス容器の設置に係る改正省令の経過措

置の対象か否かを区別するため、施工年月を記載

する欄を設けるべきではないか。 

 

３. 改正省令により追加された基準は二酸化炭素消

火設備にのみ該当するものがほとんどであり、令和

４年 11 月 24 日付け消防予第 573 号により通知され

たガイドラインを踏まえても、二酸化炭素消火設備は

１． ご指摘の「図書の備付け」は点検基準上「制御盤の予備品等」

に含まれるものと整理しており、点検票上も同様となることから、

原案通りとします。なお、点検要領の「制御盤の予備品等」の項

目の「判定方法」に工事、整備及び点検時においてとるべき措置

の具体的内容及び手順を定めた図書が備えてあることといった

文言を加える予定です。 

 

２． 消防本部において個々の防火対象物の設置年月日は把握して

おり、経過措置の対象か否かを点検票で把握できなくても支障は

ないことから、原案通りとします。 

 

３． 二酸化炭素消火設備はその他の不活性ガス消火設備とは異な

る基準を設けている部分もありますが、その他の不活性ガス消火

設備と共通する基準も多く、共通の様式を使用していても特段支

障はないことから、原案通りとします。 

無 
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他の不活性ガス消火設備とは全く別の設備として捉

えた方が適切ではないか。 

   以上のことから、不活性ガス消火設備の様式から

切り離し、新たに二酸化炭素消火設備の様式を制

定するべきではないか。 

【新日本コーポレーション株式会社】 

 

◯意見提出者数：２件 

※1 提出意見数は、意見提出者数としています。 

※2 とりまとめの都合上、いただいた御意見は要約し、類似する意見をとりまとめる等の整理をしております。 



 

 

消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の

様式の一部を改正する件（案）及び消防用設備等試験結果報告書の様式の一部を

改正する件（案）について 

令 和 ５ 年 １ 月 

消 防 庁 予 防 課 

  

【概要】 

令和４年９月 14 日に、「消防法施行規則の一部を改正する省令（令和４年総務省令

第 62号。以下「改正省令」という。）」及び「消防用設備等の点検の基準及び消防用設

備等点検結果報告書に添付する点検票の様式の一部を改正する件（令和４年消防庁告示

第５号。以下「改正告示」という。）」が公布され、全域放出方式の二酸化炭素を消火

剤とする不活性ガス消火設備（以下「二酸化炭素消火設備」という。）について、設置

及び維持に関する技術上の基準並びにそれに係る点検基準が追加されたことを踏まえ、

「消防用設備等試験結果報告書の様式」及び「消防用設備等点検結果報告書に添付する

点検票の様式」について所要の規定の整備を行う。 

 

１．消防用設備等の点検の基準及び消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式

の一部を改正する件（案）について 

【改正内容】 

 改正告示により、二酸化炭素消火設備の点検基準に標識、AND回路制御機能及び緊急

停止装置の点検項目が追加されたことや、閉止弁の点検項目が外見と機能に細分化され

たことを踏まえ、「消防用設備等点検結果報告書に添付する点検票の様式」に、これら

の点検結果の記載欄を追加する。 

【施行期日】令和５年４月１日 

 

２．消防用設備等試験結果報告書の様式の一部を改正する件（案）について 

【改正内容】 

 改正省令により、二酸化炭素消火設備の設置及び維持に関する技術上の基準に、標識、

AND回路制御機能及び緊急停止装置に関する事項が追加されたことを踏まえ、「消防用

設備等試験結果報告書の様式」に、これらの試験結果の記載欄を追加する。 

【施行期日】令和５年４月１日 
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